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融
機
関
の
担
当
者
と
し
て
、
取

引
先
の
経
営
力
向
上
計
画
申
請

を
サ
ポ
ー
ト
す
る
に
は
、
手
続
き
や
認

定
・
活
用
の
流
れ
と
い
っ
た
知
識
が
不

可
欠
で
す
。

　

そ
こ
で
、
次
ペ
ー
ジ
に
経
営
力
向
上

計
画
活
用
の
基
本
的
な
流
れ
を
ま
と
め

ま
し
た
。
以
下
で
、
そ
の
計
画
申
請
に

あ
た
っ
て
企
業
が
行
う
べ
き
準
備
を
紹

介
し
ま
す
。

準
備
①
工
業
会
等
に
よ
る
証
明
書
の
取

得
　

固
定
資
産
税
の
軽
減
を
希
望
す
る
企

業
は
、
経
営
力
向
上
計
画
申
請
に
先
立

ち
、
機
械
や
装
置
と
い
っ
た
対
象
設
備

に
関
す
る
「
工
業
会
等
に
よ
る
証
明

書
」（
以
下
、
証
明
書
）
が
必
要
に
な

り
ま
す
。 

設
備
メ
ー
カ
ー
に
依
頼
し

て
、
当
該
設
備
を
担
当
す
る
工
業
会
等

に
よ
る
証
明
書
の
発
行
を
受
け
ま
す
。

発
行
に
は
数
日
〜
２
ヵ
月
程
度
か
か
り

ま
す
。
事
前
に
証
明
書
の
発
行
団
体
で

あ
る
工
業
会
等
に
確
認
し
て
も
ら
う
と

よ
い
で
し
ょ
う
。

　

ま
た
、
対
象
設
備
を
取
得
し
た
後
に

経
営
力
向
上
計
画
を
申
請
す
る
場
合

は
、
取
得
日
か
ら
60
日
以
内
に
そ
の
計

画
が
受
理
さ
れ
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

設
備
は
、
中
小
企
業
等
経
営
強
化
法
が

施
行
さ
れ
た
平
成
28
年
７
月
１
日
以
降

に
取
得
し
た
も
の
で
な
け
れ
ば
な
り
ま

せ
ん
。

計
画
作
成
の
前
に 

事
業
分
野
別
指
針
を
見
る

準
備
②
事
業
分
野
別
指
針
が
要
求
す
る

「
目
標
と
す
る
指
標
・
数
値
」「
実
施
事

項
」
等
の
確
認

　

中
小
企
業
等
経
営
強
化
法
に
よ
り
、

「
基
本
方
針
」「
事
業
分
野
別
指
針
」

（http://w
w
w
.chusho.m

eti.go.jp/
keiei/kyoka/

よ
り
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド

可
能
）
が
策
定
さ
れ
て
お
り
、
経
営
力

向
上
計
画
は
こ
れ
ら
に
基
づ
い
て
作
成

し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

そ
の
た
め
、
計
画
作
成
の
前
に
は
、

該
当
す
る
事
業
分
野
（
業
種
）
を
所
管

す
る
省
庁
が
策
定
し
て
い
る
事
業
分
野

別
指
針
（
平
成
28
年
10
月
18
日
時
点
で

は
12
業
種
が
あ
る
）
を
確
認
し
ま
す
。

記
載
さ
れ
て
い
る
「
目
標
指
標
」「
実

施
事
項
」
な
ど
を
も
と
に
、
各
企
業
は

経
営
力
向
上
の
た
め
に
実
施
す
る
取
組

み
を
検
討
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

事
業
分
野
別
指
針
が
な
い
事
業
分
野

の
場
合
は
、
基
本
方
針
に
基
づ
い
て
、

経
営
力
向
上
計
画
を
作
成
す
る
こ
と
に

な
り
ま
す
。

準
備
③
経
営
力
向
上
計
画
の
作
成

　

前
記
①
と
②
を
行
っ
た
う
え
で
、
い

よ
い
よ
経
営
力
向
上
計
画
の
作
成
に
入

り
ま
す
。
計
画
作
成
の
要
領
に
つ
い
て

は
、
16
〜
19
ペ
ー
ジ
で
解
説
し
ま
す
。

ど
の
よ
う
な
ア
ド
バ
イ
ス
を
す
れ
ば
よ

い
か
も
紹
介
し
て
い
ま
す
の
で
、
押
さ

え
て
お
き
ま
し
ょ
う
。

　

経
営
力
向
上
計
画
を
作
成
・
申
請
し

認
定
を
受
け
た
ら
、
各
種
の
支
援
措
置

を
受
け
ら
れ
る
よ
う
に
な
り
ま
す
。

金

経営強化法＆経営力向上計画作成のアドバイス特集

経営力向上計画の申請は
こうサポートしよう

〈
チ
ャ
ー
ト
で
理
解
す
る
〉

「
経
営
力
向
上
計
画
」
活
用
の

基
本
的
な
流
れ
と
申
請
手
続
き

１

●〈チャート〉企業における経営力向上計画活用の基本的な流れ

⑴中小企業等経営強化法による支援の検討・決定

⑶経営力向上計画の申請

⑷経営力向上計画の認定

⑸固定資産税の軽減措置や金融支援の活用

⑹経営力強化の実現

準備①  工業会等による証明書の取得

準備②  事業分野別指針が要求する
　　　　「目標とする指標・数値」「実施事項」等の確認

■平成28年10月18日時点で事業分野別指針がある業種

１ 製造業 ２ 卸・小売業 ３ 外食・中食産業
４ 旅館業 ５ 医療分野 ６ 保育分野
７ 介護分野 ８ 障害福祉分野 ９ 貨物自動車運送事業
10 船舶事業 11 自動車整備業 12 建設業

準備③  経営力向上計画の作成
※金融支援を希望する場合は関係機関に相談することも重要

　申請は各事業分野の主務大臣宛てに行う。提出先は事業分
野によって異なり、提出方法は所定の窓口への提出または郵
送。経済産業省が提出先の場合は電子申請が可能

主な提出書類
①申請書（原本）、②申請書（写し）、③チェック
シート、④返信用封筒など。その他工業会等によ
る証明書等、経営力向上設備等の要件を満たすこ
とを示す書類（原本）など

・書類に不備がなく、認定の要件を満たしていた場合、所管
の省庁から認定を受ける。その際、計画認定書と申請書
（写し）が交付される
・申請してから認定まで30日（標準処理期間）程度かかる
（事業分野が複数の省庁の所管にまたがる場合、45日程
度）。電子申請については、申請書に不備がない場合、受
理から概ね25日以内（複数の省庁の所管にまたがる場合
は40日以内）に認定される

・固定資産税の軽減措置を活用する場合、申告の際に納税書
類とともに計画認定書の写し、計画申請書の写し、工業会
等による証明書の写しなどを揃え、各自治体に提出する
・所管の機関に公的な保証や公的な融資などを申し込む

⑵経営力向上計画の申請等に向けた準備

スタート

ゴール

　ここでは、経営力向上計画の作成方法と申請手続
き・金融機関による支援のポイントを紹介します。

十六銀行
マーケット戦略チーム
課長代理 中小企業診断士　

田代達生

金融機関による主なサポート
  ・�中小企業等経営強化法の制度内
容や金融機関による経営力向上
計画認定に向けた支援などの情
報を提供する

  ・�経営力向上計画の作成に向けた
アドバイスを行う

金融機関による主なサポート
  ・�準備①～③の手順と必要な実務、
留意点などをアドバイスする

  ・�経営力向上計画の作成方法・ツ
ールや作成の際の留意点などを
アドバイスする

金融機関による主なサポート
　・�認定後の固定資産税軽減の申請
手続きや金融支援の手続きなど
の質問に対応する

　・�経営力向上計画の実施に伴う資
金調達の相談に対応する

　・�経営力向上が実現するまで継続
的に様々な支援を行う


